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3-2 IPアドレス

IPv6の最新動向

藤崎 智宏 ●NTT ネットワーク基盤技術研究所

IPv4アドレス資源の枯渇はさらに進展し、世界のほとんどの地域で新
規の IPv4アドレスの取得が困難に。一方、IPv6の導入に拍車がかかっ
ており、固定網のみならず携帯電話網での IPv6利用も拡大しつつある。

■ IPv4アドレス在庫の枯渇と IPv6の進
展
　2015年9月24日、北米地域のインターネット
資源管理を実施しているARINが、IPv4アドレス
の在庫がなくなったことをアナウンスした。
　 2011年 2月 3日に IANA（Internet Assigned
Numbers Authority）が管理するIPv4アドレスの
中央在庫がなくなった後、世界に5つある地域レ
ジストリ（Regional Internet Registries：RIR）の
保有する在庫も、順次枯渇している。同年4月15
日にAPNICが管理するアジア太平洋地域の IPv4
アドレス在庫が1、2012年9月14日にRIPE-NCC
が管理する欧州地域のIPv4アドレス在庫が、2014
年6月10日にLACNICが管理する南米地域のIPv4
アドレス在庫がそれぞれなくなっており、IPv4ア
ドレスの在庫があるのは現在、AfriNICの管理す
るアフリカ地域のアドレスのみとなっている（資

料3-2-1）2。
　新規に IPv4アドレスが取得できなくなったた
め、インターネット事業者は「アドレス移転」を
利用した IPv4アドレスの確保および IPv6の導入
を進めている。IPv4アドレスについては移転数
が急増しており3、枯渇後も IPv4アドレスに対す
る需要は依然大きいとみられる。
　 IPv6の導入については、2011年6月8日に実
施された「IPv6 Day」および2012年6月6日に実
施された「IPv6 Launch」を契機として、世界規
模で進展している。
　 IPv4 と IPv6 の BGP（Border Gateway
Protocol）経路テーブルエントリ数の変遷を、
資料3-2-2と3-2-3に示す。これによると、IPv4
の利用は継続的に増大しているが、IPv6も上記2
イベント後に急増していることが分かる。
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資料3-2-1　 IPv4枯渇時計（RIR版、2015年12月24日現在）

出典：http://inetcore.com/project/ipv4ec/

資料3-2-2　 IPv4 BGP経路テーブル数の変遷（2015年12月25日現在）

出典：APNICにおける観測データ、http://bgp.potaroo.net/as2.0/bgp-active.html
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資料3-2-3　 IPv6 BGP経路テーブル数の変遷（2015年12月25日現在）

出典：APNICにおける観測データ、http://bgp.potaroo.net/v6/as2.0/

　 IPv4 の 経 路 情 報 を 広 告 し て い る AS
（Autonomous System）4に対する IPv6の経路情
報を広告しているASの割合についても同様に、2

イベント後に急増している。日本における割合は
40％を超えており、世界平均の20％を大きく上
回っている（資料3-2-4）。

資料3-2-4　 IPv6経路情報を広告しているASの割合（2015年12月25日現在）

出典：http://v6asns.ripe.net/v/6?s=_ALL;s=JP;s=US
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　 IPv6機能を持ったユーザー端末の割合の変遷
を、資料3-2-5に示す。このグラフは、IPv6機能
を持つユーザー端末においては他との通信の際、
DNSサーバーに対して IPv4と IPv6両方のアドレ
スの問い合わせを実施することを利用した統計情

報である。比率的には2014年とほぼ等しく最大
で60％程度であるが、2015年の傾向としては多
数の機器5が15分に1度程度、IPv4アドレスの問
い合わせを実施しており、細かな振幅が見られる
グラフとなっている。

資料3-2-5　 IPv6機能を持ったユーザー端末における IPv4と IPv6の問い合わせ比率

出典：インターネットイニシアティブ（IIJ）松崎吉伸氏の提供資料

■ IPv6導入に関する国内事業者の取り組
み
　日本国内においては大手 ISPを中心に早期から
IPv6の導入が始まっていたが、多くは ISPのコ
アであるバックボーンネットワークのみの対応
であった。しかし近年は、ISPとインターネット
ユーザーの間の回線、すなわちラストワンマイル
の IPv6対応が進行している。
　 ISPに対してFTTHによるインターネットアク
セスサービスを提供しているNTT東西において
は、フレッツ 光ネクスト（NGN）で 2011年夏
以降、トンネル方式（PPPoE）とネイティブ方式
（IPoE）の2方式による IPv6インターネット接続
サービスを開始している。KDDIや、中部電力系
の ISPである中部テレコミュニケーション（ctc）

なども、FTTHインターネットサービスにおいて
IPv4/IPv6デュアルスタックの接続性を提供して
いる。
　 IPv4普及・高度化推進協議会では、IPv4アド
レス枯渇対応タスクフォースなどと連携し、主要
ISPや IPv6 IPoEサービス提供事業者、NGNサー
ビス提供事業者の協力を得て、2012年から日本
におけるNGNを利用した IPv6サービス利用者の
割合を公開している（資料3-2-6、3-2-7）6。この
データから、KDDIでは IPv6対応を終えているこ
と、ctcでの IPv6サービス割合が順調に増加して
いること、2015年9月の統計でフレッツ 光ネク
ストにおける IPv6サービスの割合が10％を超え
たことが分かる。
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資料3-2-6　フレッツ 光ネクストにおける IPv6普及率の推移（2015年11月24日現在）

出典：http://v6pc.jp/jp/spread/ipv6spread_03.phtml

資料3-2-7　フレッツ 光ネクスト以外のFTTHサービスにおける IPv6普及率の推移（2015年11月24日現在）

出典：http://v6pc.jp/jp/spread/ipv6spread_03.phtml

　 ISPの動向としては、大手 ISPを中心とした新
規のインターネット接続サービス契約者に標準
で IPv4/IPv6デュアルスタックサービスを提供

することはもとより、既存の IPv4のみを利用中
のユーザーに対しても IPv6を導入し、自動的に
IPv4/IPv6デュアルスタックサービスに移行する
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といった施策を実施中である。
　今後は、IPv6ユーザー数およびIPv6トラフィッ
クのさらなる増加が期待される。また、従来、課題
となっていた閉域網に起因する IPv6/IPv4フォー
ルバック問題については、IPv6インターネット
アクセスが普及することによって解決することと
なる。

　資料3-2-8は、米Googleの提供サービスに対し
IPv6経由でアクセスしている事業者のトラフィッ
ク量の順位と、IPv4/IPv6総トラフィックにおけ
る IPv6比率である。FTTHにおいて IPv6サービ
ス展開を進めている事業者が上位にランクインし
ており、IPv6による通信が実施されていることが
分かる。

資料3-2-8　Google提供サービスへの IPv6アクセス順位（2015年11月19日現在）

出典：Google

■2015年の状況
　 IPv6の導入は世界規模で進展している。す
でに「IPv6 Day」「IPv6 Launch」を通じて米国
の大手コンテンツプロバイダーであるGoogle、
Facebook、Yahoo!が対応済みであり、多くのIPv6
トラフィックを集めている。米国の通信事業者で
あるVerizon Wireless、T-Mobile US、AT&Tも
IPv6対応を進めており、APNICの観測による
とVerizon Wirelessではすでに90％近い端末が
IPv6を利用可能となっている7。2014年にLTE網
のIPv6対応を実施した韓国SK Telecomにおいて
は2015年7月現在、18％の端末で IPv6の利用が
可能となっている8。
　国内においては、これまで大手携帯電話事業
者が特定ユーザー向けの IPv6接続サービスをオ
プションの有償サービスとして提供していたが、
ユーザー数は多くなかった。しかしながら、昨今

の海外事業者の対応状況および IPv6のさらなる
進展の必要性から、国内携帯電話事業者おいても
IPv6対応の検討が進み、たとえば総務省の「IPv6
によるインターネットの利用高度化に関する研究
会」9では、大手携帯事業者3社連名で IPv6の取
り組みを進めることが表明された。同研究会の発
表資料では「2017年度を『日本のモバイルフィー
ルドにおけるIPv6利用拡大元年』とすべく、日本
のモバイル市場で IPv6の標準提供をはじめてい
る状況とすることを目標とする」と述べられてい
る10。
　2015年11月28日現在、日本の IPv6対応率は
世界10位、16％となっている11。今後は、固定
ISPにおける既存ユーザーの IPv6環境への移行の
進展や携帯電話事業者の IPv6提供開始などによ
り、IPv6対応率が上昇することが期待される。
　さらに、世界規模で IoT（Internet of Things、
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モノのインターネット）分野の多くの組織がさま
ざまな検討を進めており、今後は多種多様、大量
の機器がインターネットに接続されることが想定
される。IoTは、社会の在り方を変革する技術と

して注目を集めており、IPv6技術のさらなる進展
によってこの IoTの普及を支えていくことは必須
となろう。

1. 同時に、日本の在庫も枯渇している。
2. 資料3-2-1において、枯渇後でもいくつかのRIRの IPv4アドレス
在庫が0ではないが、これはRIRごとに「枯渇」の定義が異なる
ためである。たとえばAPNICの管理地域では、IPv4アドレス/8
単位で、在庫が 1を切った時点で従来のアドレス配布規約を変
更し、これを「枯渇」と定義している。

3. 『JPNICにおけるポリシー実装状況の報告 第29回 JPNICオープ
ンポリシーミーティング（2015/11/17）』、p.19．
http://www.jpopf.net/JPOPM29Program?action=AttachFile&d
o=view&target=5_policy-implementation.pdf

4. AS：自律分散システム。ISPなどのインターネット接続組織に対
応する。

5. IoT関連機器と想像される。
6. 協力会社は、NTT東日本、NTT西日本、BBIX、日本ネットワー
クイネイブラー、インターネットマルチフィード、NTTコミュ
ニケーションズ、インターネットイニシアティブ（IIJ）、ソネッ
ト、KDDI、ctc、TOKAIコミュニケーションズである。

7. T-Mobile USとAT&Tは共に約72％（固定系を含む）である。
http://www.jp.ipv6forum.com/timetable/program/2015111
6-4-3-ipv6-deployment-status.pdf

8. http://www.jp.ipv6forum.com/timetable/program/20151116-4
-3-ipv6-deployment-status.pdf

9. http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreport
s/chousa/ipv6_internet/

10. http://www.soumu.go.jp/main_content/000385655.pdf
11. http://stats.labs.apnic.net/ipv6/
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